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 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した調達案
件を履行できると支出負担行為担当官が判断
した証明書類を添付して入札書を提出した入
札者であって、予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Koji Hongo, Director Ge‑

neral of Forestry Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

leased : Lease and maintenance of Personal

computer for the administration system

(Regional Forest Office), 73 sets

 Lease period : From 1 April, 2020 through

30 September, 2023

 Lease place : The place specified by Dir‑

ector General of Forestry Agency.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabin‑

et Order concerning the Budget, Auditing

and Accounting. Furthermore, minors,

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con‑

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A, B, C or D in terms

of qualification Provision of services

for participating in tenders by Ministry

of Agriculture, Forestry and Fisheries

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2019, 2020

and 2021.

 prove to have the ability to lease the

products concerned by themselves and by

a third party, should the products re‑

quested through this notice be leased by a

third party, and prove to have prepared a

system to provide maintenance for the

lease products.

 meet the qualification requirements

which the Obiligation Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

 prove not to be a period of receiving

nomination stop from the contracting of‑

ficer etc.

 meet the other qualification require‑

ments by the tender documentation.

 Time limit for tender : 5 : 00 P.M. 30 Jan‑

yuary, 2020

 Contact point for the notice : Katsushi

Terakawa, National Forest Planning Divi‑

sion, National Forest Department, Forestry

Agency, 121 Kasumigaseki, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1008952 Japan. TEL 03
35028111 ext. 6009

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
本入札に係る落札決定及び契約締結の条件は、
令和２年度予算（暫定予算を含む。）が成立し、予
算示達された場合とする。
令和元年 12 月 10 日
分任支出負担行為担当官 東北地方整備局

福島河川国道事務所長 小浪 尊宏

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 07
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 福島河川国道事務所
管内で使用する電気 契約電力 3656kW
（従量電灯Ｃ115ｋＶＡを含む）年間予定使
用電力量 7426065kWh（電子調達システ
ム対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期間 令和２年４月１日から令和３年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（基本料金単価、
kW単価）及び使用電力量に対する単価（電
力量料金単価、kWh単価）等を根拠とし、
当局が提示する契約電力及び予定使用電力量
の総価を入札金額とすること。なお、入札時
においては、燃料費調整及び電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特
別措置法に基づく賦課金は考慮しないものと
する。
落札者の決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
た金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。原則
として当該入札の執行において入札執行回数
は、２回を限度とする。なお、当該入札回数
までに落札者が決定しない場合は、原則とし
て予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第99条の２の規定に基づく随意契約には
移行しない。

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
における「物品の販売」のうちＡ、Ｂ、Ｃ又
はＤ等級に格付けされた東北地域の競争参加
資格を有する者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者は、競争参加資格の再認定を受けてい
ること。
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、東北地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書及び仕様書等を３から直接
ダウンロードにより交付を受けた者、３
から直接交付を受けた者、又は、３に送
付の希望を申し出、交付を受けた者であるこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

 電子調達システムの利用
 本件は、競争参加資格確認申請書及び申
請に際して必要な証明書等（以下「申請書
等」という。）の提出、入札を電子調達シス
テムで行う対象案件である。なお、電子調
達システムによりがたい場合は、紙入札方
式参加願を提出しなければならない。

 電子調達システムにより参加を希望する
者は、予め当該入札において使用するＩＣ
カードを限定し、そのシリアル番号等を分
任支出負担行為担当官に登録させるため、
確認書を提出すること。

 本入札に係る開札は、落札決定を保留した
上で行うものであり、履行開始日及び契約締
結日は令和２年４月１日とする。なお、令和
２年度予算（暫定予算を含む。）が成立しな
かった場合は、予算成立後の同日以降とする
ことがある。
また、暫定予算となり予算措置が全額計上
されていない場合は、本予算成立を条件にし
て、履行期間を暫定予算の期間、契約額を暫
定予算の額（暫定予算の期間を全体の履行期
間で除して算出した額）とする。
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